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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ターゲット共振器とソース共振器との間の相互共振方式を制御する制御部と、
　前記ソース共振器から受信するエネルギー量に基づいて前記ソース共振器から送信され
た情報を復調する復調部と、
　前記相互共振方式に基づいて情報を変調する変調部と、を備えることを特徴とする無線
電力を用いる通信装置。
【請求項２】
　前記制御部は、前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間の相互共振する時間を
調整することを特徴とする請求項１に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項３】
　前記制御部は、前記相互共振によって前記ターゲット共振器にエネルギーを格納する時
間と前記ターゲット共振器に格納されたエネルギーをキャプチャリングする時間を調整す
ることを特徴とする請求項２に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項４】
　前記変調部は、前記相互共振する時間に基づいて前記情報を変調することを特徴とする
請求項２に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項５】
　前記制御部は、前記ターゲット共振器が前記ソース共振器から送信されたエネルギーを
シンボル周期毎に相互共振によって受信するように前記ターゲット共振器を制御し、
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　前記ターゲット共振器と区別される少なくとも１つの他のターゲット共振器が前記ソー
ス共振器と相互共振する場合を決定することを特徴とする請求項１に記載の無線電力を用
いる通信装置。
【請求項６】
　前記変調部は、前記少なくとも１つの他のターゲット共振器と前記ソース共振器との間
の相互共振の有無に基づいて前記情報を変調することを特徴とする請求項５に記載の無線
電力を用いる通信装置。
【請求項７】
　前記ターゲット共振器で消耗されるエネルギー量を調整するエネルギー調整部を更に備
え、
　前記制御部は、前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間で相互共振を行うよう
に前記ターゲット共振器の共振周波数を制御することを特徴とする請求項１に記載の無線
電力を用いる通信装置。
【請求項８】
　前記エネルギー調整部は、能動素子又は受動素子を用いて前記ターゲット共振器のＱ－
ｆａｃｔｏｒが量子化された値を有するように前記ターゲット共振器で消耗されるエネル
ギー量を調整することを特徴とする請求項７に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項９】
　前記変調部は、前記消耗されるエネルギー量に基づいて前記情報を変調することを特徴
とする請求項７に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項１０】
　前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間の相互共振によって前記ソース共振器
から送信されたエネルギーを受信する受信部を更に備えることを特徴とする請求項１に記
載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項１１】
　前記制御部は、前記ターゲット共振器と前記受信したエネルギーが伝達される負荷との
電気的な接続を制御することを特徴とする請求項１０に記載の無線電力を用いる通信装置
。
【請求項１２】
　ソース共振器に格納されたエネルギー量に基づいて情報を変調する変調部と、
　前記ソース共振器とターゲット共振器間との間の相互共振によって前記ソース共振器に
格納されたエネルギーの波形の変化に基づいて前記ターゲット共振器から送信された情報
を復調する復調部と、
　電力供給装置から前記ソース共振器に伝達するエネルギー量を調整する制御部と、を備
えることを特徴とする無線電力を用いる通信装置。
【請求項１３】
　前記復調部は、シンボル周期内で前記エネルギーの波形が変化する時点に基づいて前記
ターゲット共振器から送信された情報を復調することを特徴とする請求項１２に記載の無
線電力を用いる通信装置。
【請求項１４】
　前記復調部は、シンボル周期内で前記エネルギーの大きさに基づいて前記ターゲット共
振器から送信された情報を復調することを特徴とする請求項１２に記載の無線電力を用い
る通信装置。
【請求項１５】
　前記復調部は、シンボル周期内で前記エネルギーの波形の変化に基づいて前記ソース共
振器と前記ターゲット共振器との間の相互共振の有無を判断し、前記相互共振の有無に基
づいて前記ターゲット共振器から送信された情報を復調することを特徴とする請求項１２
に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項１６】
　前記制御部は、前記電力供給装置と前記ソース共振器との電気的な接続を制御すること
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を特徴とする請求項１２に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項１７】
　前記相互共振によって前記ソース共振器に格納されたエネルギーを送信する送信部を更
に備えることを特徴とする請求項１２に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項１８】
　前記ソース共振器で消耗されるエネルギー量を調整するエネルギー調整部を更に備える
ことを特徴とする請求項１２に記載の無線電力を用いる通信装置。
【請求項１９】
　前記エネルギー調整部は、能動素子又は受動素子を用いて前記ソース共振器で消耗され
るエネルギー量を調整することを特徴とする請求項１８に記載の無線電力を用いる通信装
置。
【請求項２０】
　ソース共振器に格納されたエネルギー量に基づいて情報を変調する第１変調部と、
　前記ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共振によって前記ソース共振器に格
納されたエネルギーの波形の変化に基づいて前記ターゲット共振器から送信された情報を
復調する第１復調部と、
　電力供給装置から前記ソース共振器に伝達するエネルギー量を調整する第１制御部と、
　前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間の相互共振方式を制御する第２制御部
と、
　前記ソース共振器から受信するエネルギー量に基づいて前記ソース共振器から送信され
た情報を復調する第２復調部と、
　前記相互共振方式に基づいて情報を変調する第２変調部と、を備えることを特徴とする
無線電力を用いる通信システム。
【請求項２１】
　前記第２制御部は、前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間の相互共振する時
間を調整することを特徴とする請求項２０に記載の無線電力を用いる通信システム。
【請求項２２】
　前記ターゲット共振器で消耗されるエネルギー量を調整するエネルギー調整部を更に備
え、
　前記第２制御部は、前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間で相互共振を行う
ように前記ターゲット共振器の共振周波数を制御することを特徴とする請求項２０に記載
の無線電力を用いる通信システム。
【請求項２３】
　前記エネルギー調整部は、能動素子又は受動素子を用いて前記ターゲット共振器のＱ－
ｆａｃｔｏｒが量子化された値を有するように前記ターゲット共振器で消耗されるエネル
ギー量を調整することを特徴とする請求項２２に記載の無線電力を用いる通信システム。
【請求項２４】
　ターゲット共振器とソース共振器との間の相互共振方式を制御するステップと、
　前記ソース共振器から受信するエネルギー量に基づいて前記ソース共振器から送信され
た情報を復調するステップと、
　前記相互共振方式に基づいて情報を変調するステップと、を有することを特徴とする無
線電力を用いる通信方法。
【請求項２５】
　ソース共振器に格納されたエネルギー量に基づいて情報を変調するステップと、
　前記ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共振によって前記ソース共振器に格
納されたエネルギーの波形の変化に基づいて前記ターゲット共振器から送信された情報を
復調するステップと、
　電力供給装置から前記ソース共振器に伝達するエネルギー量を調整するステップと、を
有することを特徴とする無線電力を用いる通信方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線電力を用いて通信を行う装置及び方法並びにシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線電力伝送に対する研究は、携帯機器を含む多様な機器の爆発的な増加に伴い、有線
電力供給の不便さの増加及び既存のバッテリ容量の限界などを克服するために始まった。
その中でも近距離無線電力伝送に対する研究が盛んに行われている。近距離無線電力伝送
とは、動作周波数で波長の長さに比べて送受信コイル間の距離が十分に小さい場合を意味
する。共振特性を用いる無線電力送受信システムは、電力を供給するソースと電力が供給
されるターゲットを含む。無線電力を伝送して受信するという過程でソースとターゲット
は制御情報を共有する必要がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は、上記従来技術に鑑みてなされたものであって、本発明の目的は、無線電力受
信端（ＲＸ）から無線電力送信端（ＴＸ）に情報を送信するために相互共振を使用し、無
線電力受信端が相互共振する時間を調整することによって全二重（ｆｕｌｌ　ｄｕｐｌｅ
ｘ）方式の通信を行う装置及び方法並びにシステムを提供することにある。
　また、本発明の目的は、無線電力受信端が無線電力を受信し、無線電力送信端で送信情
報を受信するターゲット共振器と、無線電力送信端に情報を送信する別途のターゲット共
振器を用いることによって全二重方式の通信を行う装置及び方法並びにシステムを提供す
ることにある。
　また、本発明の目的は、無線電力受信端がターゲット共振器で消耗されるエネルギーを
調整してターゲット共振器のＱ値を調整することによって全二重方式の通信を行う装置及
び方法並びにシステムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記目的を達成するためになされた本発明の一態様による無線電力を用いる通信装置は
、ターゲット共振器とソース共振器との間の相互共振方式を制御する制御部と、前記ソー
ス共振器から受信するエネルギー量に基づいて前記ソース共振器から送信された情報を復
調する復調部と、前記相互共振方式に基づいて情報を変調する変調部と、を備える。
【０００５】
　前記制御部は、前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間の相互共振する時間を
調整し得る。
　前記制御部は、前記相互共振によって前記ターゲット共振器にエネルギーを格納する時
間と前記ターゲット共振器に格納されたエネルギーをキャプチャリングする時間を調整し
得る。
　前記変調部は、前記相互共振する時間に基づいて前記情報を変調し得る。
　前記制御部は、前記ターゲット共振器が前記ソース共振器から送信されたエネルギーを
シンボル周期毎に相互共振によって受信するように前記ターゲット共振器を制御し、前記
ターゲット共振器と区別される少なくとも１つの他のターゲット共振器が前記ソース共振
器と相互共振する場合を決定し得る。
　前記変調部は、前記少なくとも１つの他のターゲット共振器と前記ソース共振器との間
の相互共振の有無に基づいて前記情報を変調し得る。
　前記無線電力を用いる通信装置は、前記ターゲット共振器で消耗されるエネルギー量を
調整するエネルギー調整部を更に備えてもよく、前記制御部は、前記ターゲット共振器と
前記ソース共振器との間で相互共振を行うように前記ターゲット共振器の共振周波数を制
御し得る。
　前記エネルギー調整部は、能動素子又は受動素子を用いて前記ターゲット共振器のＱ－
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ｆａｃｔｏｒが量子化された値を有するように前記ターゲット共振器で消耗されるエネル
ギー量を調整し得る。
　前記変調部は、前記消耗されるエネルギー量に基づいて前記情報を変調し得る。
　前記無線電力を用いる通信装置は、前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間の
相互共振によって前記ソース共振器から送信されたエネルギーを受信する受信部を更に備
えてもよい。
　前記制御部は、前記ターゲット共振器と前記受信したエネルギーが伝達される負荷との
電気的な接続を制御し得る。
【０００６】
　上記目的を達成するためになされた本発明の他の態様による無線電力を用いる通信装置
は、ソース共振器に格納されたエネルギー量に基づいて情報を変調する変調部と、前記ソ
ース共振器とターゲット共振器との間の相互共振によって前記ソース共振器に格納された
エネルギーの波形の変化に基づいて前記ターゲット共振器から送信された情報を復調する
復調部と、電力供給装置から前記ソース共振器に伝達するエネルギー量を調整する制御部
と、を備える。
【０００７】
　前記復調部は、シンボル周期内で前記エネルギーの波形が変化する時点に基づいて前記
ターゲット共振器から送信された情報を復調し得る。
　前記復調部は、シンボル周期内で前記エネルギーの大きさに基づいて前記ターゲット共
振器から送信された情報を復調し得る。
　前記復調部は、シンボル周期内で前記エネルギーの波形の変化に基づいて前記ソース共
振器と前記ターゲット共振器との間の相互共振の有無を判断し、前記相互共振の有無に基
づいて前記ターゲット共振器から送信された情報を復調し得る。
　前記制御部は、前記電力供給装置と前記ソース共振器との電気的な接続を制御し得る。
　前記無線電力を用いる通信装置は、前記相互共振によって前記ソース共振器に格納され
たエネルギーを送信する送信部を更に備えてもよい。
　前記無線電力を用いる通信装置は、前記ソース共振器で消耗されるエネルギー量を調整
するエネルギー調整部を更に備えてもよい。
　前記エネルギー調整部は、能動素子又は受動素子を用いて前記ソース共振器で消耗され
るエネルギー量を調整し得る。
【０００８】
　上記目的を達成するためになされた本発明の一態様による無線電力を用いる通信システ
ムは、ソース共振器に格納されたエネルギー量に基づいて情報を変調する第１変調部と、
前記ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共振によって前記ソース共振器に格納
されたエネルギーの波形の変化に基づいて前記ターゲット共振器から送信された情報を復
調する第１復調部と、電力供給装置から前記ソース共振器に伝達するエネルギー量を調整
する第１制御部と、前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間の相互共振方式を制
御する第２制御部と、前記ソース共振器から受信するエネルギー量に基づいて前記ソース
共振器から送信された情報を復調する第２復調部と、前記相互共振方式に基づいて情報を
変調する第２変調部と、を備える。
【０００９】
　前記第２制御部は、前記ターゲット共振器と前記ソース共振器との間の相互共振する時
間を調整し得る。
　前記無線電力を用いる通信システムは、前記ターゲット共振器で消耗されるエネルギー
量を調整するエネルギー調整部を更に備えてもよく、前記第２制御部は、前記ターゲット
共振器と前記ソース共振器との間で相互共振を行うように前記ターゲット共振器の共振周
波数を制御し得る。
　前記エネルギー調整部は、能動素子又は受動素子を用いて前記ターゲット共振器のＱ－
ｆａｃｔｏｒが量子化された値を有するように前記ターゲット共振器で消耗されるエネル
ギー量を調整し得る。
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【００１０】
　上記目的を達成するためになされた本発明の一態様による無線電力を用いる通信方法は
、ターゲット共振器とソース共振器との間の相互共振方式を制御するステップと、前記ソ
ース共振器から受信するエネルギー量に基づいて前記ソース共振器から送信された情報を
復調するステップと、前記相互共振方式に基づいて情報を変調するステップと、を有する
。
【００１１】
　上記目的を達成するためになされた本発明の他の態様による無線電力を用いる通信方法
は、ソース共振器に格納されたエネルギー量に基づいて情報を変調するステップと、前記
ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共振によって前記ソース共振器に格納され
たエネルギーの波形の変化に基づいて前記ターゲット共振器から送信された情報を復調す
るステップと、電力供給装置から前記ソース共振器に伝達するエネルギー量を調整するス
テップと、を有する。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によると、無線電力受信端（ＲＸ）から無線電力送信端（ＴＸ）に情報を送信す
るために相互共振を使用して相互共振する時間を調整する。無線電力受信端は、相互共振
する時間を調整することによって全二重方式の通信を行うことができる。
　また、本発明によると、無線電力受信端が無線電力を受信し、無線電力送信端で送信情
報を受信するターゲット共振器と、無線電力送信端に情報を送信する別途のターゲット共
振器を用いることによって全二重方式の通信を行うことができる。
　また、本発明によると、無線電力受信端がターゲット共振器で消耗されるエネルギーを
調整してターゲット共振器のＱ値を調整することによって全二重方式の通信を行うことが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の一実施形態による電力入力部と電力送信部、受信部と電力出力部がキャ
パシタ及びスイッチによって物理的に分離される無線電力を用いる通信システムの等価回
路を示す図である。
【図２】本発明の一実施形態による電力充電部と送信部、充電部と電力出力部がスイッチ
によって物理的に分離される無線電力を用いる通信システムの等価回路を示す図である。
【図３】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信装置のブロック図である。
【図４】本発明の他の実施形態による無線電力を用いる通信装置のブロック図である。
【図５】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムのブロック図である。
【図６】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムの送信端で送信したデ
ータ及び受信端で受信したデータを示すグラフである。
【図７】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムの受信端で相互共振時
間を調整して情報を送信する過程を示す図である。
【図８】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムの受信端で相互共振時
間を調整することによってソース共振器に印加された信号の波形を示すグラフである。
【図９】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムの受信端で２つのター
ゲット共振器を用いて全二重を実現する等価回路を示す図である。
【図１０】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムにおける２つのター
ゲット共振器を用いる場合の各ターゲット共振器の動作を示す図である。
【図１１】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムにおける負の抵抗を
用いる等価回路を示す図である。
【図１２】本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムにおける共振器のＱ
値が変化する場合のソース共振器に印加される信号の波形を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
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　以下、本発明を実施するための形態の具体例を、図面を参照しながら詳細に説明する。
【００１５】
　本発明の無線電力を用いる通信システムは、無線電力伝送を必要とする多様なシステム
に応用される。例えば、携帯電話や無線テレビなど、無線電力伝送を用いるシステムで送
受信端間の制御情報及び他の情報交換に利用される。また、バイオヘルスケア分野に応用
可能であり、人体に挿入されたデバイスに遠隔で電力を伝送したり、心拍数を測定するた
めの包帯タイプのデバイスに無線で電力を伝送したりするために応用され得る。
【００１６】
　また、本発明の無線電力を用いる通信システムは、電源ソースのない情報格納装置の遠
隔制御にも応用され得る。更に、本発明の無線電力を用いる通信システムは、情報格納装
置に遠隔で装置を駆動する電力を供給すると同時に、無線で格納装置に格納された情報を
呼び出すシステムに応用され得る。
【００１７】
　無線電力を用いる通信システムは、信号を発生するために、電源供給装置からエネルギ
ーをソース共振器に格納し、電源供給装置とソース共振器を電気的に接続するスイッチを
オフすることで、ソース共振器自体の共振を誘導することができる。自体の共振周波数を
有するソース共振器と、相互共振を行うほど十分に近い距離にソース共振器の共振周波数
と同じ共振周波数を有するターゲット共振器とが存在する場合、ソース共振器とターゲッ
ト共振器との間に相互共振現象が発生する。ソース共振器は電源供給装置からエネルギー
が供給される共振器を意味し、ターゲット共振器は相互共振現象によってエネルギーが伝
達される共振器を意味する。
【００１８】
　図１は、本発明の一実施形態による電力入力部と電力送信部、受信部と電力出力部がキ
ャパシタ及びスイッチによって物理的に分離される無線電力を用いる通信システムの等価
回路を示す図である。
【００１９】
　図１を参照すると、無線電力を用いる通信システムは、ソースとターゲットで構成され
るソース－ターゲット構造である。無線電力を用いる通信システムは、ソースに該当する
無線電力伝送装置とターゲットに該当する無線電力受信装置を備える。
【００２０】
　無線電力伝送装置は、電力入力部１１０、電力送信部１２０、及びスイッチ部１３０を
備えている。電力入力部１１０は、電源供給装置を用いてキャパシタにエネルギーを格納
する。スイッチ部１３０は、キャパシタにエネルギーが格納される間に電力入力部１１０
にキャパシタを接続し、キャパシタに格納されたエネルギーを放電する間に電力入力部１
１０に接続されたキャパシタを電力送信部１２０に接続する。スイッチ部１３０は、キャ
パシタが同時に電力入力部１１０及び電力送信部１２０に接続されないようにする。
【００２１】
　電力送信部１２０は、電磁気（ｅｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ）エネルギーを受信部
１４０に伝達する。より具体的に、電力送信部１２０の送信コイルＬ１は受信部１３０の
受信コイルＬ２との相互共振によって電力を伝達する。送信コイルＬ１と受信コイルＬ２

との間に発生する相互共振の程度は相互インダクタンスＭの影響を受ける。
【００２２】
　電力入力部１１０は入力電圧ＶＤＣ、内部抵抗Ｒｉｎ、及びキャパシタＣ１に、電力送
信部１２０は電力送信部１２０に対応する物理的な性質を反映する基礎回路素子Ｒ１、Ｌ

１、Ｃ１に、スイッチ部１３０は複数のスイッチにモデリングされる。スイッチとして、
オン／オフ機能を行うことのできる能動素子が用いられる。Ｒは抵抗成分、Ｌはインダク
ター成分、Ｃはキャパシタ成分を意味する。入力電圧ＶＤＣのうち、キャパシタＣ１に負
荷される電圧をＶｉｎのように表示する。
【００２３】
　無線電力受信装置は、受信部１４０、電力出力部１５０、及びスイッチ部１６０を備え
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る。受信部１４０は、電力送信部１２０から電磁気エネルギーを受信する。受信部１４０
は、受信した電磁気エネルギーを、接続されたキャパシタに格納する。スイッチ部１６０
は、キャパシタにエネルギーが格納される間に、受信部１４０にキャパシタを接続し、キ
ャパシタに格納されたエネルギーを負荷に伝達する間に、受信部１４０に接続されたキャ
パシタを電力出力部１５０に接続する。スイッチ部１６０は、キャパシタが同時に受信部
１４０及び電力出力部１５０に接続されないようにする。
【００２４】
　具体的に、受信部１４０の受信コイルＬ２は、電力送信部１２０の送信コイルＬ１との
相互共振によって電力を受信する。受信した電力によって、受信コイルＬ２に接続された
キャパシタが充電される。電力出力部１５０は、キャパシタに充電された電力をバッテリ
に伝達する。電力出力部１５０は、バッテリの代わりに負荷又はターゲットデバイスに電
力を伝達してもよい。
【００２５】
　受信部１４０は受信部１４０に対応する物理的な性質を基礎回路素子Ｒ２、Ｌ２、Ｃ２

に、電力出力部１５０は接続されるキャパシタＣ２及びバッテリに、スイッチ部１６０は
複数のスイッチにモデリングされる。受信コイルＬ２で受信するエネルギーのうち、キャ
パシタＣ２に負荷される電圧をＶｏｕｔのように表示する。
【００２６】
　上述のように電力入力部１１０と電力送信部１２０、受信部１４０と電力出力部１５０
を物理的に分離して電力を伝送するいわゆるＲＩ（Ｒｅｓｏｎａｔｏｒ　Ｉｓｏｌａｔｉ
ｏｎ）システムは、インピーダンスマッチングを用いた従来の方式に比べて様々な長所を
有する。第１に、ＤＣ電源からソース共振器に直接電力を供給することが可能であるため
、電力増幅器を使用しなくてもよい。第２に、受信端のキャパシタに充電された電力でエ
ネルギーをキャプチャーするため、整流器を通した整流作業を必要としない。第３に、イ
ンピーダンスマッチングを行う必要がないことから、送信効率が送信端と受信端との間の
距離変化に敏感ではない。また、複数の送信端及び複数の受信端を備える無線電力伝送シ
ステムにおける拡張が容易である。
【００２７】
　図２は、本発明の一実施形態による電力充電部と送信部、充電部と電力出力部がスイッ
チによって物理的に分離される無線電力を用いる通信システムの等価回路を示す図である
。
【００２８】
　図２を参照すると、無線電力を用いる通信システムは、ソースとターゲットで構成され
るソース－ターゲット構造である。即ち、無線電力を用いる通信システムは、ソースに該
当する無線電力伝送装置とターゲットに該当する無線電力受信装置を備えている。
【００２９】
　無線電力伝送装置は、電力充電部２１０、制御部２２０、及び送信部２３０を備えてい
る。電力充電部２１０は、電源供給装置Ｖｉｎと抵抗Ｒｉｎから構成される。ソース共振
器は、キャパシタＣ１とインダクターＬ１から構成される。送信部２３０は、ソース共振
器とターゲット共振器との間の相互共振によってソース共振器に格納されたエネルギーを
送信する。制御部２２０は、電力充電部２１０からソース共振器に電力を供給するために
スイッチをオンする。電源供給装置ＶｉｎからキャパシタＣ１に電圧が印加され、インダ
クターＬ１に電流が印加される。定常状態になると、キャパシタＣ１に印加される電圧は
０になり、インダクターＬ１に流れる電流はＶｉｎ／Ｒｉｎの値を有するようになる。定
常状態においてインダクターＬ１には印加される電流によって電力が充電される。
【００３０】
　制御部２２０は、定常状態でソース共振器に充電された電力が所定値に達すると、スイ
ッチをオフする。所定値に関する情報は制御部２２０に設定される。電力充電部２１０と
送信部２３０は分離され、ここで、ソース共振器は、キャパシタＣ１とインダクターＬ１

との間で自己共振する。相互インダクタンスＭ２７０を考慮するソース共振器とターゲッ
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ト共振器との間の相互共振によって、ソース共振器に格納されたエネルギーはターゲット
共振器に伝えられる。ここで、ソース共振器の共振周波数ｆ１とターゲット共振器の共振
周波数ｆ２は同一である。
【００３１】

【００３２】

【００３３】
　無線電力受信装置は、充電部２４０、制御部２５０、及び電力出力部２６０を備える。
ターゲット共振器は、キャパシタＣ２とインダクターＬ２から構成される。ソース共振器
とターゲット共振器との間で相互共振する際、ソース共振器は電源供給装置Ｖｉｎから分
離され、ターゲット共振器は負荷（ＬＯＡＤ）及びキャパシタＣＬから分離される。ター
ゲット共振器のキャパシタＣ２とインダクターＬ２は相互共振によって電力を充電する。
制御部２５０は、ターゲット共振器に電力を充電するためにスイッチをオフする。スイッ
チがオフの間に、ターゲット共振器の共振周波数とソース共振器の共振周波数は一致して
相互共振が発生する。制御部２５０は、ターゲット共振器に充電された電力が所定値に達
すると、スイッチをオンする。所定値に関する情報は制御部２５０に設定される。スイッ
チがオンされると、キャパシタＣＬが接続されてターゲット共振器の共振周波数は変更さ
れる。
【００３４】

【００３５】
　従って、ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共振が終了する。より詳しくは
、ターゲット共振器のＱ値を考慮すると、ｆ２’のＱ値がｆ２のＱ値よりも小さいと、相
互共振チャネルは消滅する。また、電力出力部２６０は、キャパシタＣ２とインダクター
Ｌ２に充電された電力を負荷に伝達する。電力出力部２６０は負荷の必要に適する方式に
基づいて電力を伝達する。
【００３６】
　制御部２５０は、ターゲット共振器に充電された電力が所定の値に満たない場合、スイ
ッチをオフする。充電部２４０は、ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共振に
よって再びターゲット共振器に電力を充電する。
【００３７】
　ソース共振器とターゲット共振器との間に相互共振が発生するときは、スイッチが接続
されない。従って、スイッチの接続による送信効率の減少を予防することができる。
【００３８】
　図１に示す場合と比較すると、キャパシタに充電されたエネルギーを伝達する方式に比
べて、ターゲット共振器に格納されたエネルギーのキャプチャー時点を制御することがよ
り容易である。キャパシタに充電されたエネルギーを伝達する方式は、キャパシタに充電
されたエネルギーのみをキャプチャーすることができるが、共振周波数を変更してエネル
ギーをキャプチャーする方式は、ターゲット共振器のインダクター及びキャパシタに格納
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されたエネルギーをキャプチャーするため、エネルギーのキャプチャー時点に対する自由
度が向上する。
【００３９】
　図３は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信装置のブロック図である。
【００４０】
　無線電力を用いる通信システムは、ソースとターゲットで構成されるソース－ターゲッ
ト構造である。ソースは送信端に対応し、ターゲットは受信端に対応する。
【００４１】
　ソースは、ソース共振器に格納するエネルギー量を調整してデータを送信する。このよ
うに共振器に格納されたエネルギー量を調整してデータ送信する方式を誘導エネルギー変
調（ＩＥ　ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ、Ｉｎｄｕｃｅｄ　Ｅｎｅｒｇｙ　ｍｏｄｕｌａｔｉｏ
ｎ）方式という。誘導エネルギー変調方式は、ソースとターゲットの全てが全二重方式を
サポートするという点で利点があるが、ソースとターゲットとの間の距離が遠くなるにつ
れてエネルギーの送信効率は急激に落ちる。また、ソースとターゲットとの間の距離が遠
くなるにつれて、相互共振によってソース共振器とターゲット共振器に格納されたエネル
ギーが完全放電されないことから、データの受信性能が落ちる。
【００４２】
　ソースはターゲットにデータを送信することにおいて誘導エネルギー変調方式を使用し
、ターゲットはソースにデータを送信することにおいてソース共振器とターゲット共振器
との間の相互共振の有無を用いる。このような方式は、ターゲットでデータを送信するた
めに追加的なエネルギーを必要とせず、誘導エネルギー変調方式に比べて遠距離でもデー
タ送信が可能である。しかし、相互共振の発生しないシンボル区間ではターゲットがソー
スからエネルギーを受信することができないため、データの送信と受信を同時にする全二
重通信を行うことができない。
【００４３】
　図３を参照すると、本実施形態による無線電力を用いる通信装置は、受信部３１０、制
御部３３０、変調部３４０、及び復調部３５０を備える。図３に示す無線電力を用いる通
信装置はエネルギーを受信する受信端に対応する。
【００４４】
　受信部３１０は、ターゲット共振器とソース共振器との間の相互共振によってソース共
振器から送信されたエネルギーを受信する。送信端は、ソース共振器に格納されるエネル
ギー量を調整して情報を送信する。復調部３５０は、シンボル周期単位に受信部３１０で
受信したエネルギー量に基づいて、ソース共振器から送信された情報を復調する。受信部
３１０は、ターゲット共振器を介して制御部３３０で決定された相互共振方式に基づいて
相互共振を行う。
【００４５】
　制御部３３０は、ターゲット共振器とソース共振器との間の相互共振方式を制御する。
制御部３３０は、ターゲット共振器とソース共振器との間のシンボル周期単位に相互共振
する時間を調整する。より具体的には、制御部３３０は、シンボル周期内で、相互共振に
よってターゲット共振器にエネルギーを格納する時間とターゲット共振器に格納されたエ
ネルギーをキャプチャリングする時間を調整する。変調部３４０は、相互共振する時間に
基づいて情報を変調する。変調部３４０は、相互共振する時間の長さ（長短）に応じて情
報を割り当てて情報を変調する。相互共振する時間は多様に調整可能であり、受信端は１
つのシンボル周期で１ビット以上の情報を伝達する。
【００４６】
　制御部３３０は、複数のターゲット共振器を用いてソース共振器との相互共振方式を制
御する。制御部３３０は、１つのターゲット共振器がソース共振器と継続して相互共振す
ることで、ソース共振器からエネルギーを受信するように１つのターゲット共振器を制御
する。制御部３３０は、他のターゲット共振器が相互共振の有無に応じてソース共振器に
情報を伝達するように、ソース共振器と相互共振する場合を決定する。即ち、制御部３３
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０は、１つのターゲット共振器が持続的にソース共振器からエネルギー及び情報を受信す
るようにし、他のターゲット共振器がソース共振器に情報を送信するようにターゲット共
振器を制御する。ここで、変調部３４０は、ソース共振器とターゲット共振器との間の相
互共振の有無に基づいて情報を変調する。複数のターゲット共振器のうち、ソース共振器
に情報送信のために指定されたターゲット共振器を用いて情報を変調する。
【００４７】
　無線電力を用いる通信装置はエネルギー調整部３２０を備える。エネルギー調整部３２
０は、ターゲット共振器で抵抗成分によって消耗されるエネルギー量を調整する。エネル
ギー調整部３２０は、能動素子又は受動素子を用いて、ターゲット共振器で消耗されるエ
ネルギー量を調整する。
【００４８】
　能動素子は、ターゲット共振器に追加的にエネルギーを提供する。エネルギー調整部３
２０は、能動素子を用いることによって、追加的に提供されるエネルギーを介してターゲ
ット共振器で消耗されるエネルギーを補償する。結果的にターゲット共振器で消耗される
エネルギー量は減少する。
【００４９】
　受動素子は、ターゲット共振器で消耗されるエネルギー量を増加させる。エネルギー調
整部３２０は、受動素子を用いることによってターゲット共振器で消耗されるエネルギー
量を増加させる。
【００５０】
　抵抗成分はターゲット共振器の内部抵抗を含む。能動素子はトランジスタ、演算増幅器
、ダイオードなどを備える。受動素子は抵抗などを含む。ターゲット共振器で消耗される
エネルギー量の調整によってターゲット共振器の有効抵抗の成分は変化する。ターゲット
共振器で消耗されるエネルギー量が大きいと、有効抵抗の成分も大きい。ターゲット共振
器で消耗されるエネルギー量が小さいと、有効抵抗の成分も小さい。
【００５１】
　ターゲット共振器のＱ－ｆａｃｔｏｒ（Ｑｕａｌｉｔｙ　ｆａｃｔｏｒ：Ｑ値）は抵抗
の大きさに反比例するため、有効抵抗の成分が小さくなることによってＱ－ｆａｃｔｏｒ
は大きくなる。また、有効抵抗の成分が大きくなると、Ｑ－ｆａｃｔｏｒは小さくなる。
【００５２】
　エネルギー調整部３２０は、ターゲット共振器で消耗されるエネルギー量を調整してＱ
－ｆａｃｔｏｒを量子化する。ここで、制御部３３０は、ターゲット共振器とソース共振
器が持続的に相互共振するようにターゲット共振器の共振周波数をソース共振器の共振周
波数と一致させる。変調部３４０は、ターゲット共振器で消耗されるエネルギー量に基づ
いて情報を変調する。例えば、変調部３４０は、量子化されたＱ－ｆａｃｔｏｒに基づい
て情報を変調する。
【００５３】
　制御部３３０は、ターゲット共振器と負荷の電気的な接続を制御する。ターゲット共振
器に格納されたエネルギーは負荷に伝えられる。例えば、制御部３３０は、ターゲット共
振器がソース共振器と相互共振する間に負荷との電気的な接続を開放し、ターゲット共振
器に格納されたエネルギーを負荷に伝達する間に電気的な接続を短絡する。ここで、制御
部３３０は、スイッチを用いて電気的な接続を開放又は短絡する。制御部３３０は、ター
ゲット共振器と負荷との電気的な接続を制御することでＲＩ（Ｒｅｓｏｎａｔｏｒ　Ｉｓ
ｏｌａｔｉｏｎ）システムを構築する。
【００５４】
　図４は、本発明の他の実施形態による無線電力を用いる通信装置のブロック図である。
【００５５】
　図４を参照すると、本実施形態による無線電力を用いる通信装置は、変調部４１０、復
調部４２０、制御部４３０、及び送信部４４０を備える。図４に示す無線電力を用いる通
信装置はエネルギーを送信する送信端に対応する。
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【００５６】
　送信部４４０は、相互共振によってソース共振器に格納されたエネルギーを送信する。
ソース共振器に格納されたエネルギーの量だけ送信部４４０はエネルギーを送信するため
、送信部４４０はエネルギー量に応じて割り当てられた情報を送信する。
【００５７】
　変調部４１０は、ソース共振器に格納されたエネルギー量に基づいて情報を変調する。
ソース共振器は電力供給装置からエネルギーの伝達を受ける。変調部４１０は、量子化さ
れたエネルギーのレベルに応じて情報を割り当てて変調する。
【００５８】
　制御部４３０は、電力供給装置からソース共振器に伝達するエネルギー量を調整する。
制御部４３０は、送信しようとする情報によってソース共振器に伝達するエネルギー量を
調整する。また、制御部４３０は、電力供給装置とソース共振器の電気的な接続を制御す
る。例えば、制御部４３０は、ソース共振器がターゲット共振器と相互共振する間に、電
力供給装置とソース共振器との間の電気的な接続を開放し、電力供給装置からソース共振
器にエネルギーを伝達する間に電気的な接続を短絡する。ここで、制御部４３０は、スイ
ッチを用いて電気的な接続を開放又は短絡する。制御部４３０は、電力供給装置とソース
共振器の電気的な接続を制御することによってＲＩ（Ｒｅｓｏｎａｔｏｒ　Ｉｓｏｌａｔ
ｉｏｎ）システムを構築する。
【００５９】
　復調部４２０は、ソース共振器に格納されたエネルギーの波形の変化に基づいて、ター
ゲット共振器から送信された情報を復調する。受信端は、相互共振時間を調整してソース
共振器とターゲット共振器との間で相互共振する。相互共振時間が一定でない場合、ソー
ス共振器に格納されたエネルギーの波形が変化する時点も変化する。復調部４２０は、シ
ンボル周期内で、エネルギーの波形が変化する時点に基づいて、ターゲット共振器から送
信された情報を復調する。
【００６０】
　復調部４２０は、シンボル周期内で、エネルギーの波形の変化に基づいて相互共振の有
無を判断し、相互共振の有無に基づいて、ターゲット共振器から送信された情報を復調す
る。ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共振の有無に応じて、ソース共振器に
格納されたエネルギーの波形の形状に変化が発生する。復調部４２０は、この形状の変化
に基づいて相互共振の可否を判断して情報を復調する。
【００６１】
　復調部４２０は、シンボル周期内で、ソース共振器に格納されたエネルギーの大きさに
基づいて、ターゲット共振器から送信された情報を復調する。受信端はターゲット共振器
のＱ－ｆａｃｔｏｒを調整してデータを送信する。ターゲット共振器のＱ－ｆａｃｔｏｒ
によって、ソース共振器に格納されたエネルギーの大きさも変化する。復調部４２０は、
ソース共振器に格納されたエネルギーの大きさの変化に応じて、ターゲット共振器から送
信された情報を復調する。ここで、一定以上の大きさの変化が行われた場合に、送信され
た情報を区別する。
【００６２】
　本実施形態による無線電力を用いる通信装置はエネルギー調整部４５０を備える。エネ
ルギー調整部４５０は、ソース共振器で抵抗成分によって消耗されるエネルギー量を調整
する。エネルギー調整部４５０は、能動素子又は受動素子を用いてソース共振器で消耗さ
れるエネルギー量を調整する。
【００６３】
　能動素子は、ソース共振器に追加的にエネルギーを提供する。エネルギー調整部４５０
は、能動素子を用いることで追加的に提供されるエネルギーによって、ソース共振器で消
耗されるエネルギーを補償する。結果的に、ソース共振器で消耗されるエネルギー量は減
少する。
【００６４】
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　受動素子は、ソース共振器で消耗されるエネルギー量を増加させる。エネルギー調整部
４５０は、受動素子を用いることによってソース共振器で消耗されるエネルギー量を増加
させる。
【００６５】
　抵抗成分はソース共振器の内部抵抗及び放射抵抗を含む。放射抵抗はソース共振器で電
力が放射されるときに発生する抵抗成分として、ソース共振器で電力が放射される際の等
価回路で表示されるインピーダンスの実数部に該当する。能動素子はトランジスタ、演算
増幅器、ダイオードなどを備える。受動素子は抵抗などを含む。ソース共振器で消耗され
るエネルギー量の調整によってソース共振器の有効抵抗の成分は変化する。ソース共振器
で消耗されるエネルギー量が大きいと、有効抵抗の成分も大きい。ソース共振器で消耗さ
れるエネルギー量が小さいと、有効抵抗の成分も小さい。
【００６６】
　ソース共振器のＱ－ｆａｃｔｏｒは抵抗の大きさに反比例するため、有効抵抗の成分が
小さくなることによってＱ－ｆａｃｔｏｒは大きくなる。また、有効抵抗の成分が大きく
なると、Ｑ－ｆａｃｔｏｒは小さくなる。
【００６７】
　Ｑ－ｆａｃｔｏｒが大きくなることによってソース共振器とターゲット共振器との間で
強く相互共振する距離は増加する。強い相互共振によって送信端と受信端との間のデータ
送信性能が向上する。
【００６８】
　図５は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムのブロック図である
。
【００６９】
　図５を参照すると、本実施形態による無線電力を用いる通信システムは送信端と受信端
を含む。送信端は、変調部５０５、復調部５１０、制御部５１５、送信部５２０、及びエ
ネルギー調整部５２５を備える。受信端は、受信部５３０、エネルギー調整部５３５、制
御部５４０、変調部５４５、及び復調部５５０を備える。
【００７０】
　送信端で、変調部５０５は、ソース共振器に格納されたエネルギー量に基づいて情報を
変調する。送信部５２０は、ソース共振器に格納されたエネルギーを相互共振によってタ
ーゲット共振器に送信する。エネルギー調整部５２５は、ソース共振器で消耗されるエネ
ルギー量を調整する。エネルギー調整部５２５は、ソース共振器のＱ－ｆａｃｔｏｒが所
定の値以上になるように能動素子を用いて、ソース共振器で消耗されるエネルギーを補償
する。或いは、エネルギー調整部５２５は、ソース共振器のＱ－ｆａｃｔｏｒが所定の値
未満になるように、受動素子を用いてソース共振器で消耗されるエネルギーを増加させる
。
【００７１】
　制御部５１５は、ソース共振器と電力供給装置の電気的な接続を制御する。制御部５１
５は、ソース共振器に格納されるエネルギー量を調整する。復調部５１０は、ソース共振
器に格納されたエネルギーの波形を検出してエネルギーの波形の変化を算出する。復調部
５１０は、波形の変化に基づいて、ターゲット共振器が送信した情報を復調する。波形の
変化には、波形が変化する時点の変化、波形の形の変化、波形の大きさの変化を含む。
【００７２】
　受信端で、受信部５３０は、ターゲット共振器とソース共振器との間の相互共振によっ
てソース共振器から送信されたエネルギーを受信する。復調部５５０は、受信部５３０で
受信するエネルギー量に基づいて、ソース共振器が送信した情報を復調する。
【００７３】
　エネルギー調整部５３５は、ターゲット共振器で消耗されるエネルギー量を調整する。
エネルギー調整部５３５は、ターゲット共振器のＱ－ｆａｃｔｏｒが量子化された値を有
するように、能動素子又は受動素子を用いて、ターゲット共振器で消耗されるエネルギー
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量を調整する。制御部５４０は、シンボル周期単位で、ターゲット共振器とソース共振器
との間の相互共振する時間を調整する。
【００７４】
　制御部５４０は、ターゲット共振器と負荷の電気的な接続を制御する。制御部５４０は
ターゲット共振器の共振周波数を変更してもよい。制御部５４０は、シンボル周期単位で
、１つのターゲット共振器が継続して相互共振を行い、他のターゲット共振器がソース共
振器と相互共振する場合を制御する。
【００７５】
　変調部５４５は、ターゲット共振器とソース共振器との間の相互共振方式に基づいて情
報を変調する。変調部５４５は、相互共振する時間によって情報を変調してもよい。変調
部５４５は、量子化されたＱ－ｆａｃｔｏｒに基づいて情報を変調してもよい。変調部５
４５は、相互共振の有無に基づいて情報を変調してもよい。
【００７６】
　図６は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムの送信端で送信した
データ及び受信端で受信したデータを示すグラフである。
【００７７】
　図６を参照すると、送信端Ｔｘはソース共振器に格納されるエネルギーを調整して情報
を送信し、受信端Ｒｘはターゲット共振器に格納されるエネルギーにより情報を受信する
。
【００７８】
　送受信端間には予め約束されたｎ＋１個のエネルギーレベルがあり、それぞれのエネル
ギーレベルには情報が割り当てられている。送信端では１つのシンボル周期でｌｏｇ（ｎ
＋１）ビットの情報を送信する。
【００７９】
　ソース共振器に格納されたエネルギーは、ソース共振器とターゲット共振器との間の相
互共振によってターゲット共振器に伝えられる。Ｔｓはソース共振器が相互共振の準備の
ために必要な時間であり、図１に示すソース共振器にキャパシタが接続されるために必要
な時間、図２に示す電源供給装置とソース共振器を接続するスイッチがオフするために必
要な時間を意味する。Ｔｐ－Ｔｆ時間の間にソース共振器に格納されたエネルギーはター
ゲット共振器に全て伝えられる。Ｔｐ－Ｔｆ時点で、受信端Ｒｘは、ターゲット共振器の
相互共振を終了し、ターゲット共振器に格納されたエネルギーに基づいて、受信した情報
を復調する。
【００８０】
　図７は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムの受信端で相互共振
時間を調整して情報を送信する過程を示す図である。
【００８１】
　ＳＷ１は、送信端（ＴＸ端）において電力供給装置とソース共振器を接続するスイッチ
である。ＳＷ１がオン（ＯＮ）の場合にソース共振器にエネルギーの充電が行われ、オフ
（ＯＦＦ）の場合にソース共振器に格納されたエネルギーが放電される。ソース共振器で
充電及び放電されるサイクルを１つのシンボル周期とする。
【００８２】
　ＳＷ２は、受信端（ＲＸ端）において相互共振の有無を決定するスイッチである。ＳＷ
２は、ターゲット共振器にターゲット共振器の共振周波数を変更させるキャパシタを接続
する。ＳＷ２がオフ（ＯＦＦ）の場合に、ターゲット共振器はソース共振器と相互共振す
る。相互共振する区間７１０において、ターゲット共振器はソース共振器から送信された
エネルギーを受信する。ＳＷ２がオン（ＯＮ）の場合に、ターゲット共振器は相互共振を
止め、ターゲット共振器に格納されたエネルギーはキャプチャリングされる。キャプチャ
リング区間７３０において、キャプチャリングされたエネルギーは負荷に伝えられる。受
信端で、無線電力を用いる通信装置は、相互共振する区間７１０を、相互共振時間を調整
する区間７２０のように調整する。受信端はＳＷ２のＯＮ／ＯＦＦ周期を調整して相互共
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振区間を調整する。即ち、相互共振する時間が長くなることも短くなることもある。相互
共振する時間に応じてソース共振器に印加される信号の波形に変化が発生する。送信端は
、ソース共振器に印加される信号の波形を解釈し、受信端で、送信した情報を復調する。
受信端は、同一のシンボル周期内で、相互共振によってターゲット共振器に格納されたエ
ネルギー量に応じて、送信端で送信した情報を復調し、相互共振する時間を調整して情報
を変調することができるため、全二重方式の通信を行うことができる。
【００８３】
　１つのシンボル周期で相互共振する区間の長さは様々であるため、受信端は１つのシン
ボル周期で１ビット以上の情報を送信することができる。
【００８４】
　送信端は、１つのシンボル周期でスイッチ（ＳＷ１）を制御し、充電と放電を行う。こ
こで、受信端はスイッチ（ＳＷ２）を制御して相互共振の有無及び相互共振する区間の長
さを決定する。受信端は、送信端の放電時点の前に、送信端と受信端の相互共振タイムを
同期化するために必要なマージン（Ｓｙｎｃｈ．Ｍａｒｇｉｎ）を確保する。
【００８５】
　図８は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムの受信端で相互共振
時間を調整することによってソース共振器に印加された信号の波形を示すグラフである。
【００８６】
　図８を参照すると、ソース共振器とターゲット共振器が強く相互結合した場合（Ｓｔｒ
ｏｎｇｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅ）、ソース共振器に印加された信号の波形について説明すると
、キャプチャリングポイント１でキャプチャリングされた信号８１０とキャプチャリング
ポイント２でキャプチャリングされた信号８２０の波形にはその差がある。キャプチャリ
ングが行わると、ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共振は終了するため、ソ
ース共振器に印加される信号は小さい値を有することになる。受信端では、相互共振時間
の調整、他の表現としてキャプチャリングポイントの調整によって情報を変調する。送信
端では、シンボル周期内でキャプチャリングポイントを区別することによって、受信端で
送信した情報を復調する。
【００８７】
　図８を参照すると、ソース共振器とターゲット共振器が弱く相互結合した場合（Ｗｅａ
ｋｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅ）、ソース共振器に印加された信号の波形について説明すると、キ
ャプチャリングポイント１でキャプチャリングされた信号８３０とキャプチャリングポイ
ント２でキャプチャリングされた信号８４０の波形にはその差がある。受信端では、相互
共振時間の調整、他の表現としてキャプチャリングポイントの調整によって情報を変調す
る。弱く相互結合した場合には波形の差が大きくないものの、送信端では、シンボル周期
内でキャプチャリングポイントを区別することによって、受信端で送信した情報を復調す
ることができる。
【００８８】
　図９は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムの受信端で２つのタ
ーゲット共振器を用いて全二重を実現する等価回路を示す図である。
【００８９】
　送信端９１０は、スイッチＳＷ１の制御によって電力供給装置Ｖｉｎからソース共振器
Ｃ１、Ｌ１にエネルギーを格納する。スイッチＳＷ１が開放されると、ソース共振器Ｃ１
、Ｌ１は自己共振する。受信端９２０が相互共振の可能な距離に位置すると、送信端９１
０は受信端９２０と相互共振を行う。
【００９０】
　受信端９２０は、２つのターゲット共振器９２１、９２３を備える。ここで、ターゲッ
ト共振器が２つの場合を説明するが、それ以上のターゲット共振器を用いてもよい。スイ
ッチＳＷ２１が開放されると、ターゲット共振器９２１はソース共振器Ｃ１、Ｌ１と相互
共振を行う。スイッチＳＷ２２が開放されると、ターゲット共振器９２３はソース共振器
Ｃ１、Ｌ１と相互共振を行う。スイッチＳＷ２１が短絡されると、相互共振は終了し、タ
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ーゲット共振器９２１に格納されたエネルギーはキャプチャリングされて負荷（ＬＯＡＤ
）に伝えられる。スイッチＳＷ２２が短絡されると、相互共振は終了し、ターゲット共振
器９２３に格納されたエネルギーはキャプチャリングされて負荷（ＬＯＡＤ）に伝えられ
る。
【００９１】
　受信端９２０は、ターゲット共振器９２１が継続して相互共振を行うようにスイッチＳ
Ｗ２１を開放する。従って、ターゲット共振器９２１にはエネルギーが続いて格納される
。受信端９２０はターゲット共振器９２３がソース共振器Ｃ１、Ｌ１と相互共振する場合
を決定する。受信端９２０は、ターゲット共振器９２３とソース共振器Ｃ１、Ｌ１との間
の相互共振の有無に応じて情報を変調する。ターゲット共振器９２３は受信端９２０の情
報の送信を担当する。即ち、ターゲット共振器９２１は送信端９１０からエネルギー及び
情報を受信し、ターゲット共振器９２３は送信端９１０からエネルギーの受信及び送信端
９１０への情報を送信する。
【００９２】
　受信端９２０は、同一のシンボル内で、ターゲット共振器９２１を介して情報を受信し
、ターゲット共振器９２３を介して情報を送信することで、全二重方式で通信を行うこと
ができる。
【００９３】
　図１０は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムにおける２つのタ
ーゲット共振器を用いる場合の各ターゲット共振器の動作を示す図である。
【００９４】
　送信端は、１つのシンボル周期でスイッチＳＷ１を制御して充電と放電を行う。ここで
、受信端は、第１ターゲット共振器のスイッチＳＷ２１を制御して、第１ターゲット共振
器がソース共振器と相互共振１０１０を行い、ターゲット共振器に格納されたエネルギー
をキャプチャリング１０２０する。
【００９５】
　受信端は、送信端の放電時点の前に、送信端と受信端の相互共振タイムを同期化するた
めに必要なマージン（Ｓｙｎｃｈ．Ｍａｒｇｉｎ）を確保する。
【００９６】
　受信端は、第２ターゲット共振器のスイッチＳＷ２２を制御して相互共振１０３０及び
キャプチャリング１０４０を行う。キャプチャリング１０４０の区間は２番目のシンボル
区間でも持続し、２番目のシンボル区間では相互共振が発生しない。
【００９７】
　第１ターゲット共振器は、シンボル周期毎に同一の動作を繰り返すことによって、ソー
ス共振器からエネルギー及び情報を受信する。受信端は、第２ターゲット共振器に対して
シンボル周期毎に相互共振を行わない場合を設定することで、受信端の情報をソース共振
器に送信する。
【００９８】
　図１１は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムにおける負の抵抗
を用いる等価回路を示す図である。
【００９９】
　ＤＣソースからエネルギーを充電し、ソース共振器とターゲット共振器との間の相互共
振現象を用いて信号を伝達するＲＩ（Ｒｅｓｏｎａｔｏｒ　Ｉｓｏｌａｔｉｏｎ）システ
ムは、共振器間の物理的な距離に応じて強い相互結合と弱い相互結合の二種類の共振現象
を有する。２つの共振器が相互共振する際、それぞれの共振器で消耗されるエネルギーの
比率を示す値がＱ－ｆａｃｔｏｒ（Ｑ値）である。Ｑ値は格納されたエネルギー／消耗さ
れたエネルギーの比率で算出される。Ｑ値は各共振器に格納されたエネルギーと消耗され
るエネルギーの比率である。従って、Ｑ値が大きいほど共振器で消耗されるエネルギー量
が少ないことが分かる。
【０１００】
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　ソース共振器とターゲット共振器との間の相互結合係数（ｃｏｕｐｌｉｎｇ　ｃｏｅｆ
ｆｉｃｉｅｎｔ、ｋ）が次の値よりも大きければ、２つの共振器は強い相互結合を行い、
そうでなければ弱い相互結合を行う。
【０１０１】

【０１０２】
　ここで、ｋｓｐは強い相互結合と弱い相互結合の基準となる相互結合係数を意味し、Ｑ

１はソース共振器のＱ値、Ｑ２はターゲット共振器のＱ値を意味する。例えば、ソース共
振器とターゲット共振器の全てのＱ値が１００である場合、ｋが０．０１よりも大きいと
、２つの共振器は強い相互結合を行い、０．０１よりも小さいと、２つの共振器は弱い相
互結合を行う。Ｑ値が大きいほど小さいｋ値は強く相互結合する。一般的にｋ値はソース
共振器とターゲット共振器との間の距離の三乗に反比例することが知られている。従って
、Ｑ値が大きいほど遠距離でも強い相互結合を行う。
【０１０３】
　図１１を参照すると、等価回路は送信端１１１０と受信端１１２０を含む。送信端１１
１０において三角形に形状化された部分は能動素子１１１１である。また、受信端１１２
０において三角形に形状化された部分は能動素子１１２１である。能動素子は、ソース共
振器で抵抗成分によって消耗されるエネルギーを補償することによってソース共振器のＱ
値を増加させる。Ｑ値は次の関係式を有する。ここで、Ｒは共振器の抵抗成分、Ｌは共振
器のインダクター成分、Ｃは共振器のキャパシタ成分を意味する。
【０１０４】

【０１０５】
　上記の数式について説明すると、共振器の抵抗成分Ｒが小さいほどＱ値が大きくなるこ
とが分かる。能動素子を介してソース共振器の抵抗成分によって消耗されるエネルギーを
補償することで、ソース共振器の有効な抵抗成分を減少させることができ、従ってＱ値が
大きくなる。有効な抵抗成分を減少させるという意味で、能動素子は負の抵抗として表現
される。
【０１０６】
　受動素子は、ソース共振器で抵抗成分によって消耗されるエネルギー量を増加させる。
消耗されるエネルギー量が増加することによってＱ値は小さくなる。受動素子を用いるこ
とによってソース共振器の有効な抵抗成分は大きくなり、これによってＱ値は減少する。
【０１０７】
　受信端１１２０は、能動素子を介して補償するエネルギー量を調整することによってＱ
値を調整する。受信端１１２０は、ターゲット共振器で補償されるエネルギー量を調整し
てＱ値を量子化し、量子化されたＱ値に応じて情報を変調する。
【０１０８】
　また、受信端１１２０は、受動素子を介してターゲット共振器で消耗されるエネルギー
量を増加させることによってＱ値を調整する。受信端１１２０は、ターゲット共振器で消
耗されるエネルギー量を調整してＱ値を量子化し、量子化されたＱ値に応じて情報を変調
する。受信端１１２０は、ターゲット共振器のＱ値の変化によって送信端１１１０に情報
を送信する。
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【０１０９】
　受信端１１２０は、相互共振によって送信端１１１０から情報を受信すると同時に、タ
ーゲット共振器のＱ値の変化によって送信端１１１０に情報を送信することで、全二重方
式で通信を行うことができる。
【０１１０】
　図１２は、本発明の一実施形態による無線電力を用いる通信システムにおける共振器の
Ｑ値が変化する場合のソース共振器に印加される信号の波形を示すグラフである。
【０１１１】
　ソース共振器とターゲット共振器が強く相互結合した場合（Ｓｔｒｏｎｇｌｙ　Ｃｏｕ
ｐｌｅｄ）、ＬｏｗＱのソース共振器に印加される信号の波形と、ターゲット共振器で消
耗されるエネルギーを補償した後にＨｉｇｈＱのソース共振器に印加される信号の波形に
はその差がある。ＨｉｇｈＱのソース共振器に印加される信号の波形はＬｏｗＱのソース
共振器に印加される信号の波形よりも大きい。送信端は、波形の変化によって、受信端で
送信した情報を復調する。ターゲット共振器のＱ値を調整することによってソース共振器
に印加される信号の波形は多様に変化する。
【０１１２】
　ソース共振器とターゲット共振器が弱く相互結合した場合（Ｗｅａｋｌｙ　Ｃｏｕｐｌ
ｅｄ）にも、ＬｏｗＱのソース共振器に印加される信号の波形と、消耗されるエネルギー
を補償した後にＨｉｇｈＱのソース共振器に印加される信号の波形にはその差がある。送
信端は、波形の変化によって、受信端で送信した情報を復調する。
【０１１３】
　以上、図面を参照しながら本発明の実施形態を説明したが、本発明は、上述の実施形態
に限定されるものではなく、本発明の技術思想から逸脱しない範囲内で多様に変更実施す
ることが可能である。
【符号の説明】
【０１１４】
　１１０　　電力入力部
　１２０　　電力送信部
　１３０、１６０　　スイッチ部
　１４０、３１０、５３０　　受信部
　１５０、２６０　　電力出力部
　２１０　　電力充電部
　２２０、２５０、３３０、４３０、５１５、５４０　　制御部
　２３０、４４０、５２０　　送信部
　２４０　　充電部
　２７０　　相互インダクタンスＭ
　３２０、４５０、５２５、５３５　　エネルギー調整部
　３４０、４１０、５０５、５４５　　変調部
　３５０、４２０、５１０、５５０　　復調部
　７１０　　相互共振する区間
　７２０　　相互共振時間を調整する区間
　７３０　　キャプチャリング区間
　８１０、８２０、８３０、８４０　　キャプチャリングされた信号
　９１０　　送信端
　９２０　　受信端
　９２１、９２３　　ターゲット共振器
　１０１０、１０３０　　相互共振
　１０２０、１０４０　　キャプチャリング
　１１１０　　送信端
　１１１１、１１２１　　能動素子
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　１１２０　　受信端

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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